
法令に基づく情報公表データ

女性活躍推進法関係

 常時雇用する労働者が301人以上の事業主は「男女の賃金の差異」を情報公表

 しなくてはならない。



労働施策総合推進法関係

 常時雇用する労働者※１が301人以上の企業は、求職者が容易に閲覧できるかたちで

 「直近の３事業年度の各年度について、採用した正規雇用労働者の中途採用比率」を

 公表しなくてはならない。


